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施 策 の ポ イ ン ト
　地域の大学と自治体が連携し、また地域で活躍する市民団体や企業など多様な主体が参画した、市民のた
めの人材育成講座であること。

施　策　の　概　要
１．取組に至る背景・目的
　川崎市の北西部には大学が多く立地し、これまでも大学・企業・地域団体によるフォーラムなどを通じコ
ミュニティ・ビジネス等の創出に向け連携促進を図ってきた。
　一方、地域のニーズが多様化するなか、定年を迎える団塊の世代や子育てを終えた主婦が、地域活動やコ
ミュニティ・ビジネスの担い手としても活躍することが期待されている。
　これらを背景として、市民の新たな活躍の場・職業獲得や起業を支援し市民の社会ビジネスへの参画促進
を目的とし、専修大学が主体となり本事業がスタートした。
２．取組の具体的内容
　大学院レベルの講義と、地域の課題解決に取り組むＮＰＯでの現場体験などを提供し、コミュニティ・ビ
ジネスを学問と実践から体系的に学び、人材を養成する講座を約５ヶ月にわたり開講する。
３．施策の開始前に想定した効果、数値目標など
　地域課題を自ら解決するコミュニティ・ビジネスの担い手を育成し、将来的にはコミュニティ・ビジネス
の専門スタッフやアドバイザー、起業家として活躍できることを目標とした。
４．現在までの実績・成果
　平成20年度～22年度は、文部科学省の「社会人の学び直しニーズ対応教育推進プログラム」を活用して、
「KS（川崎・専修）コミュニティ・ビジネス・アカデミー」講座を5期にわたり開講し、約150名が修了した。
修了生の多くは、NPO法人の設立、就職、その他市民活動に参加するなど多方面で活躍している。平成22
年度で文部科学省の委託は修了したが、事業の成果を踏まえ川崎市との共同事業に位置づけ、平成23年度か
らは「KSソーシャル・ビジネス・アカデミー」と改称し、講義内容等の充実・発展を図り、継続している。
平成23年度は10月より開講し、29名が受講中である。
５．導入・実施にあたり工夫した点や苦労した点とその対処法・解決策など
　初めてコミュニティ・ビジネスに取り組む人から自ら起業しようとする人まで、いずれの方々にも習得し
てもらえるような系統的な学習システム、事例研究・体験実習を豊富に取り入れ、専修大学教員のほか地域
で活躍する事業家や実務家を講師に迎え、カリキュラムを提供した。
　修了後も、必要に応じ川崎市や産業振興財団の起業支援窓口へつなぐなど、事後にわたり支援を実施して
いる。
６．今後の課題と展開
　コミュニティ・ビジネス、ソーシャル・ビジネスは、現在社会的に注目されている分野であり、担い手育
成が重要・急務であり、これまで培ったノウハウを活用・発展させ、継続実施していく必要がある。
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平成20年度から

総事業費：48,926千円
名　称 所　管 金　額（千円）

社会人の学び直しニーズ対
応教育推進プログラム

文部科学省 33,992

一般財源 － 3,000
専修大学負担金 － 10,664
受講料収入 － 1,270

予算関連データ
人口／ 1,381,706人 標準財政規模／ 291,351百万円
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